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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　1. 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」に関する基本方針を取締役会において決議しており、その概要は以下のとお

りであります。

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 総務部門及び財務部門は、全社に共通する重要な規程・記録類を整備して、

それぞれ適切に管理・運用いたします。

② 各部門においては、部署ごとに業務標準を整備し、それぞれが管理すべき文

書・記録類を明確にして、規定された手順に従って作成・保管いたします。

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 損失の危険を管理するために、全社規定として「リスク管理実施基準」を定

め、以下の事項を実施する体制を確立いたします。

ａ 損失の危険発生を予防するための措置を講じること

ｂ 危機的状況に陥った場合は、危険の拡大・深刻化を防ぐこと

ｃ 危険発生による被害を最小限に食い止めること

ｄ 危機的状況を正常な状態に戻すこと

ｅ 既に発生した危機的状況を繰り返すことがないよう、再発防止策を講ずる

こと

ｆ その他、リスク管理を実施することが望ましいと判断する事項

② 日常的に密接に意見・情報を交換することにより危険の予兆の早期発見に努

め、損失の危険が顕在化してきた場合には関係部署が総務部・コンプライア

ンス室等と連携して、①ｂ～ｅに記載した目的の達成を図ります。

③ 社内通報制度の窓口を社外（外部）も含め、複数設けることで当社の取締役

及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者がより通報しやすい体制を

整備いたします。

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 部門ごとの職務執行責任を明確にし、効率的に運営するために執行役員制度

を導入しております。

② 重要案件の決議、各部門及び各種委員会の運営状況・実施状況などの報告・

確認は取締役会、経営会議で行うものとし、取締役及び監査役に加えて執行

役員も出席して意思決定の透明性を高めるとともに、情報の共有化を図りま

す。

③ 中長期的な展望に立って経営計画を策定し、年度ごとに実施する事項及び達

成すべき目標を明確にすることにより、職務の執行が効率的に行われること

を確保いたします。
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④ 年度ごとに会社が到達すべき目標を定めて、それを各部門・部署に展開、ブ

レークダウンし、四半期ごとに目標達成度を診断することにより短期的な効

率性を確保いたします。

⑤ 手順書がなければ職務の執行が効率的に行われない可能性がある業務につい

ては、部門ごとに必要な手順書類を整備いたします。

⑥ 経営全般に関わる経営資源、財務状況、受注の確保、製品品質、施工の安全

などに関する事項を経営トップが年度ごとに診断し、見直しを図ることによ

り、経営システムの有効性及び職務執行効率性のスパイラルアップを図りま

す。

(4) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

① コンプライアンス室を設置し、専従者を配置いたします。

② コンプライアンス委員会を設置し、各部門の執行責任者を委員に任命するこ

とにより、全体的な調整を行うとともに牽制作用を有効に機能させます。

③ 部署ごとに業務に関連する法令などを明確にし、一覧表を作成いたします。

④ 全部署を対象とした内部業務監査を定期的に実施する他、随時、抜き打ちで

の内部業務監査を実施することで業務の執行状況の確認を行います。

⑤ 反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を排除すると

ともに、有事の際は警察・弁護士などの外部機関と緊密に連携し、迅速かつ

組織的に対処いたします。

(5) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

① 当社において確立した内部統制システムを指導・教育し、普及を図ります。

② 半期ごとに関係会社会議を開催して、業務の透明性及び密接な連携性を確保

いたします。

③ 財務報告の信頼性を確保するため、法令などに従い、財務報告に係る内部統

制が有効に行われる体制の構築、維持、向上を図ります。また、それを評価

するために内部統制監査委員会を設置いたします。

④ 会計事務のＩＴ化を進め、子会社各社の業態に鑑み、可能な限りシステムを

統一化することで財務会計の透明性を確保いたします。

⑤ 子会社を担当する事業部門を明確にし、当該部門が企業統治に関する責任を

負います。

⑥ 子会社の取締役として、当社の担当事業部門の執行責任者が兼務することに

より、業務の連携性を確保いたします。
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⑦ 子会社の監査役として、当社監査役が兼任することにより、監査の一貫性を

確保し透明性を高めます。

⑧ 当社の会計監査人に連結子会社の監査を委託することにより、会計監査の一

貫性、透明性を確保いたします。

⑨ 子会社の代表に財務諸表が適正に作成されたことを確認させ、確認書を提出

させます。

⑩ 社内通報制度により、子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者

から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制を整備することで業務

の適正を確保いたします。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

監査役会からの求めがあった場合、１名または若干名の監査役補助員を配置

いたします。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役補助員の選任及び異動は監査役会の承認を受けるものといたします。

② 監査役補助員の人事考課及び労務管理は常任監査役が行うものといたします。

③ 監査役補助員の監査における、調査及び文書閲覧の権限は監査役に準ずるも

のといたします。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

① 監査役は、取締役会、経営会議、関係会社会議及びコンプライアンス委員会

等に出席し、重要案件の決議、各部門及び各種委員会の運営状況・実施状況

などの報告を受け、確認を行います。

② 取締役及び使用人が当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知り得た

場合は、監査役に都度報告いたします。

③ 監査役は、コンプライアンス室が実施した内部業務監査などの実施状況及び

その結果、並びに社内通報の内容及びその対策などについて、報告を受け、

確認を行います。

④ 監査役は、半期ごとに代表取締役と監査役会との意見交換会を開催して、経

営方針の蓋然的説明を受け、それに対する監査役の意見を経営に反映させま

す。

⑤ 監査役に文書で報告すべき事項の詳細は、監査役と協議の上決定いたします。
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⑥ 監査役が閲覧を求める文書・記録類は保管部署が閲覧に協力し、正当な理由

なく拒否してはならないものといたします。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役が求めた場合、コンプライアンス室は監査役と協議の上必要な監査を

実施いたします。

② 監査役が求めた場合、環境品質管理部署は内部品質環境監査で得られた情報

及び製品の不具合に関する情報を、安全管理部署は発生した事故の情報を提

供するものといたします。

　2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の当事業年度における運用状況の概要は以下

のとおりであります。

(1) コンプライアンス・リスク管理

　社長を委員長とするコンプライアンス委員会を定期的に開催し、対象期間

において実施した内部統制監査・コンプライアンス研修等諸施策の効果確認

を行うとともに、さらなる改善に向けた対策等の検討を行っております。

　また、コンプライアンス室を中心に、「リスク管理実施基準」「事業継続計

画（ＢＣＰ）」「社内通報制度」等リスク回避に向けた社内制度の有効性の確

認を行っております。

(2) 企業集団の内部統制

　当社役員及び子会社代表者をメンバーとする関係会社会議を定期的に開催

し、業務執行状況及び営業成績･財務状況等の重要情報の報告を受けるととも

に、情報の共有を図り、業務の透明性及び密接な連携性の確保に努めており

ます。また、子会社に対する監査等を通じた監督・指導により、当社グルー

プ全体として業務の適正を確保しております。

(3) 監査役の職務の実効性確保

　監査役が取締役会及び経営会議等に出席することにより、取締役及び使用

人等から必要な情報を得るほか、内部統制部門が監査役と適宜会合を持ち、

必要な報告を行っております。
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会計監査人に関する事項
　1. 会計監査人の名称

　 EY新日本有限責任監査法人

　

　2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

(1) 当社が支払うべき報酬等の額 46百万円

(2) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

46百万円

(注) 1.当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と
金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分でき
ないことから、上記(1)の金額はこれらの合計額を記載しております。

2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等について会社
法第399条第１項の同意を行っております。

　

　3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当し、適正な監査の遂

行が困難であると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。

　また、監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人の独立性及び専門性、並び

に監査活動の適切性、妥当性及び効率性その他職務の執行に関する状況等を総合

的に勘案し、その必要性があると判断した場合は、監査役会の決議により、株主

総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし

ます。
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連結株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から2021年３月31日まで) (単位：百万円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,619 8,222 11,218 △578 25,482

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △284 △284

親会社株主に帰属
する当期純利益

776 776

自己株式の取得 △174 △174

自己株式の処分 △7 18 11

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － △7 492 △156 328

当 期 末 残 高 6,619 8,215 11,710 △734 25,811

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,141 △24 1,117 － 26,600

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △284

親会社株主に帰属
する当期純利益

776

自己株式の取得 △174

自己株式の処分 11

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

795 △32 762 349 1,112

当 期 変 動 額 合 計 795 △32 762 349 1,440

当 期 末 残 高 1,937 △57 1,880 349 28,040
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲等に関する事項

　(1) 連結子会社の数 ４社

連結子会社は東北鉄骨橋梁株式会社、株式会社プロバンス、株式会社シップス、KHファシリテッ

ク株式会社の４社であります。

なお、KHファシリテック株式会社については、株式を取得したことにより新たに子会社となっ

たため、当連結会計年度より連結子会社に含めております。

　(2) 主要な非連結子会社

主要な非連結子会社は上海駒建鋼結構技術有限公司であります。非連結子会社２社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社２社及び関連会社１社（上海駒建鋼結構技術有限公司他）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。

時価のないもの……移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

未成工事支出金………個別法による原価法

材 料 ･ 貯 蔵 品………主に移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 建物（リース資産を除く)………定額法

　 ② 建物以外の有形固定資産（リース資産を除く)………主として定率法

なお、2016年４月１日以後に取得した構築物については定額法を採用しております。

　 ③ 無形固定資産（リース資産を除く)………定額法

なお、無形固定資産のうち、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
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　 ④ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度

に帰属する部分を計上しております。

③ 工事損失引当金……当連結会計年度末の手持ち工事のうち、損失が発生すると見込まれ、か

つ、同時点での当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事につい

て、将来の損失に備えるため、連結会計年度末日後の損失見積額を計上

しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生時の連結会計年度から費用処理しております。

　

　(5) 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。

　(6) 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約取引につきまし

ては、振当処理を採用しております。

また、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引につきましては、特例処理を採用しており

ます。
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　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 通貨関連

　 ヘッジ手段･･････為替予約

　 ヘッジ対象･･････外貨建て金銭債務

　 金利関連

　 ヘッジ手段･･････金利スワップ

　 ヘッジ対象･･････借入金利息

　 ③ ヘッジ方針

外貨建て金銭債務の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約におきましては、過去の取引実績及び今後の取引の実行可能性を総合的に勘案し、ヘ

ッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性の評価を実施しております。

金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジ

の有効性評価は省略しております。

　(8) のれんの償却に関する事項

５年間の定額法により償却しております。

　(9) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理……………税抜き方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当連結会計年度

から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

１. 工事進行基準の適用

　(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

完成工事高 25,803百万円

　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　① 算出方法

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について、工事収

益総額、工事原価総額及び工事進捗度を合理的に見積り（決算日における工事進捗度は原価

比例法による）、当連結会計年度の完成工事高と完成工事原価を認識しております。

　② 主要な仮定

工事原価総額の見積りは、実行予算書によっております。

実行予算書については、直近の実績等をもとにした工事積算数量及び同種同規模工事におけ

る材料単価、外注費、現場工事費等が今後も同水準で推移するとの仮定を置いて作成し、

個々の工事の実行予算書については経営企画室担当執行役員の承認を得ております。
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　③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定は見積りの不確実性を伴うため、各期の完成工事高に影響を及ぼすことが予想さ

れます。

工事原価総額の見積りに用いた主要な仮定の一つである、工事積算数量及び材料単価、外注

費、現場工事費等が変更となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類の完成工事高は、

増減する可能性があります。

2. 繰延税金資産の回収可能性

　(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　 繰延税金資産 1,913百万円

　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　① 算出方法

繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のもの及び将来減算一時差異を利用でき

る課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。

　② 主要な仮定

課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理

的に見積り、金額を算定しております。

　③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

これらの見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた

時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識す

る金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更され

た場合に、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える

可能性があります。

3. 固定資産の減損

当連結会計年度において、橋梁事業・鉄骨事業の共用資産について時価が著しく下落しているこ

とから減損の兆候があるものと判断し、共用資産を含むより大きな単位で減損の認識の判定を行

ったところ、割引前将来キャッシュフローの総額が当連結会計年度末時点での当該資産グループ

の帳簿価額10,465百万円を上回ることから減損損失を認識しないこととしております。減損損失

の認識の判定にあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その

見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合に、減損処理が必要となる可能性がありま

す。

追加情報

（COVID-19の影響に伴う会計上の見積りに関して）

COVID-19の影響に関して、同感染症の今後の広がり方や収束時期等を正確に予測することは困難な状況

にあります。現時点において、将来キャッシュ・フロー及び将来の事業環境等の予測にあたって同感染

症は、一定の影響を及ぼすものの、限定的であると判断しております。また、固定資産の減損や繰延税

金資産の回収可能性等の会計上の見積りに関して、重要な影響を与えるものではないと判断しておりま

す。しかしながら、今後の状況の変化によっては、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える

可能性があるため、今後も注視してまいります。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 17,379百万円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

建 物 2,467百万円 (うち仮登記 2,369百万円)

土 地 6,373百万円 (うち仮登記 6,057百万円)

投資有価証券 716百万円

　 計 9,558百万円

　(2) 担保に係る債務

短期借入金 399百万円

(うち長期借入金より振替分 119百万円)

長期借入金 469百万円

　 計 869百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株) 4,972,709 － － 4,972,709

　

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 165 35.00 2020年３月31日 2020年６月29日

2020年11月13日
取締役会

普通株式 118 25.00 2020年９月30日 2020年11月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当の
原資

配 当 金
の 総 額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2021年6月29日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

209 45.00 2021年３月31日 2021年６月30日

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方法

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入や社債発行による方針であります。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために
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利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形・完成工事未収入金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。未収入金は、主に営業債権を対象とした一括ファクタリング・債務引受型決済サービ

スであります。一括ファクタリングはファクタリング会社の信用リスクに、債務引受型決済サー

ビスは顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業

の株式及び債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形・工事未払金及び電子記録債務は、全て１年以内の支払期日でありま

す。このうち一部は、外貨建てのものであり為替の変動リスクに晒されておりますが、デリバテ

ィブ取引（為替予約）を利用してヘッジしております。また、借入金のうち、短期借入金及び社

債は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資に

係る資金調達であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されてお

りますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス

ワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッ

ジの有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「ヘッ

ジ会計の方法」をご覧ください。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権及び営業債権を対象とした一括ファクタリング・債務引受型決済サ

ービスについて、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付

の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクを回避し債務の固定化を図るために、為

替予約をヘッジ手段として利用しております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを回

避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとに金利スワップ取引をヘッジ手段として利

用しております。

投資有価証券については、株式は業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発

行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を

継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得

て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
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　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「2.金融商品の

時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりませ

ん（（注）２参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金預金 8,927 8,927 －

（2）受取手形・完成工事未収入金 16,988 16,988 －

（3）電子記録債権 972 972 －

（4）未収入金 183 183 －

（5）投資有価証券

　 その他有価証券 4,892 4,892 －

資産計 31,964 31,964 －

（1）支払手形・工事未払金 5,158 5,158 －

（2）電子記録債務 256 256 －

（3）短期借入金 1,947 1,947 －

（4）１年内償還予定の社債 2,110 2,110 －

（5）社債 3,570 3,552 △17

（6）長期借入金 2,340 2,325 △14

負債計 15,382 15,350 △32

デリバティブ取引 － － －

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金預金、（2）受取手形・完成工事未収入金、（3）電子記録債権、並びに（4）未収入金

　 これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
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　(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された

価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取

得原価との差額は以下のとおりであります。

　（単位：百万円）

種類 取得原価
連結貸借対

照表計上額
差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 1,722 4,502 2,779

債券 － － －

その他 0 1 0

小計 1,723 4,503 2,779

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 250 189 △61

債券 200 199 △0

その他 － － －

小計 450 389 △61

合計 2,174 4,892 2,718

負 債

　(1) 支払手形・工事未払金、（2）電子記録債務、（3）短期借入金、並びに(4)１年内償還予定の社債

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　(5) 社債

元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に

より算出しております。

　(6) 長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算出しております。
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デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの：該当するものはありません。

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 287

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（5）

投資有価証券」には含めておりません。

（注）３ 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 （単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金預金 8,927 － － －

受取手形・完成工事未収入金 16,988 － － －

電子記録債権 972 － － －

未収入金 183 － － －

投資有価証券

　その他有価証券 － 99 99 －

合計 27,071 99 99 －

　
（注）４ 社債及び長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後の償還及び返済予

定額 (単位：百万円）

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内

社債 1,460 1,060 700 350

長期借入金 1,512 406 315 106

合計 2,972 1,466 1,015 456
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賃貸等不動産に関する注記

当社及び一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的とした土地

等を所有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は308百万円（賃

貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における

時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,295 △10 1,285 6,891

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 主な変動

当連結会計年度の増減のうち、主な減少は減価償却費であります。

３ 時価の算定方法

主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 6,032円 23銭

2. １株当たり当期純利益 164円 79銭

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から2021年３月31日まで) (単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

当 期 首 残 高 6,619 6,273 1,948 8,222 761

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

積 立 金 の 取 崩

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △7 △7

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △7 △7 －

当 期 末 残 高 6,619 6,273 1,941 8,215 761

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
東京湾横断道路
株式控除積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,378 0 2,834 2,445 10,420

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △284 △284

積 立 金 の 取 崩 △21 21 －

当 期 純 利 益 948 948

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 △21 － － 685 664

当 期 末 残 高 4,357 0 2,834 3,130 11,084
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株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △578 24,684 1,136 1,136 25,821

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △284 △284

積 立 金 の 取 崩 － －

当 期 純 利 益 948 948

自 己 株 式 の 取 得 △174 △174 △174

自 己 株 式 の 処 分 18 11 11

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 792 792 792

当 期 変 動 額 合 計 △156 500 792 792 1,292

当 期 末 残 高 △734 25,185 1,928 1,928 27,114
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 ①子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法

　 ②その他有価証券

時価のあるもの…事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。

時価のないもの…移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 ①未成工事支出金……………個別法による原価法

②材料・貯蔵品………………主に移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1) 建物（リース資産を除く)…………………………………………定額法

　(2) 建物以外の有形固定資産（リース資産を除く)………主として定率法

なお、2016年４月１日以後に取得した構築物については定額法を採用しております。

　(3) 無形固定資産（リース資産を除く)…………………………………定額法

なお、無形固定資産のうち、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

　(4) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金……従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る部分を計上しております。

(3) 工事損失引当金……当事業年度末の手持ち工事のうち、損失が発生すると見込まれ、かつ、同時

点での当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、将来の損失

に備えるため、事業年度末日後の損失見積額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定に当たり、

退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生時の事業年

度から費用処理しております。

(5) 債務保証損失引当金……債務保証等による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案して、損

失負担見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。

5. 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

6. ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約取引につきまして

は、振当処理を採用しております。

また、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引につきましては、特例処理を採用しておりま

す。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　 通貨関連

　 ヘッジ手段･･････為替予約

　 ヘッジ対象･･････外貨建て金銭債務

　 金利関連

　 ヘッジ手段･･････金利スワップ

　 ヘッジ対象･･････借入金利息

　(3) ヘッジ方針

外貨建て金銭債務の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

為替予約におきましては、過去の取引実績及び今後の取引の実行可能性を総合的に勘案し、ヘ

ッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性の評価を実施しております。

金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジ

の有効性評価は省略しております。
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7. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

8. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当事業年度か

ら適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

１. 工事進行基準の適用

　(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

完成工事高 23,850百万円

　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　 ① 算出方法

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について、工事収益総

額、工事原価総額及び工事進捗度を合理的に見積り（決算日における工事進捗度は原価比例

法による）、当事業年度の完成工事高と完成工事原価を認識しております。

　 ② 主要な仮定

工事原価総額の見積りは、実行予算書によっております。

実行予算書については、直近の実績等をもとにした工事積算数量及び同種同規模工事におけ

る材料単価、外注費、現場工事費等が今後も同水準で推移するとの仮定を置いて作成し、

個々の工事の実行予算書については経営企画室担当執行役員の承認を得ております。

　 ③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

主要な仮定は見積りの不確実性を伴うため、各期の完成工事高に影響を及ぼすことが予想さ

れます。

工事原価総額の見積りに用いた主要な仮定の一つである、工事積算数量及び材料単価、外注

費、現場工事費等が変更となった場合には、翌事業年度の計算書類の完成工事高は、増減す

る可能性があります。

2. 繰延税金資産の回収可能性

　(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　 繰延税金資産 1,197百万円

　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　 ① 算出方法

繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のもの及び将来減算一時差異を利用でき

る課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。

　 ② 主要な仮定

課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理

的に見積り、金額を算定しております。
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　 ③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

これらの見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた

時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に

重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された場合に、

翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

3. 固定資産の減損

当事業年度において、橋梁事業・鉄骨事業の共用資産について時価が著しく下落していることか

ら減損の兆候があるものと判断し、共用資産を含むより大きな単位で減損の認識の判定を行った

ところ、割引前将来キャッシュフローの総額が当事業年度末時点での当該資産グループの帳簿価

額10,465百万円を上回ることから減損損失を認識しないこととしました。減損損失の認識の判定

にあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前

提とした条件や仮定に変更が生じた場合に、減損処理が必要となる可能性があります。

追加情報

（COVID-19の影響に伴う会計上の見積りに関して）

COVID-19の影響に関して、同感染症の今後の広がり方や収束時期等を正確に予測することは困難な状況

にあります。現時点において、将来キャッシュ・フロー及び将来の事業環境等の予測にあたって同感染

症は、一定の影響を及ぼすものの、限定的であると判断しております。また、固定資産の減損や繰延税

金資産の回収可能性等の会計上の見積りに関して、重要な影響を与えるものではないと判断しておりま

す。しかしながら、今後の状況の変化によっては、翌事業年度以降の計算書類に影響を与える可能性が

あるため、今後も注視してまいります。

貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

建 物 2,369百万円 (但し、仮登記)

土 地 6,057百万円 (但し、仮登記)

投資有価証券 716百万円

　 計 9,143百万円

　(2) 担保に係る債務

短期借入金 280百万円

長期借入金 200百万円

　 計 480百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 13,990百万円

3. 保証債務

　下記の会社の金融機関からの借入金について、次のとおり債務保証を行っております。

　 東北鉄骨橋梁㈱ 300百万円

　 ㈱プロバンス 200百万円

　 計 500百万円

4. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 234百万円

短期金銭債務 456百万円

長期金銭債権 255百万円
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損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引による取引高の総額 1,176百万円

営業取引以外の取引による取引高の総額 3百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式(株) 238,876 92,997 7,673 324,200

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取請求による増加 597株

取締役会決議に基づく自己株式取得による増加 92,400株

減少数の内訳は、次の通りであります。

譲渡制限付き株式報酬としての自己株式処分による減少 7,673株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

百万円

繰延税金資産

　賞与引当金 96

　未払事業税 15

工事損失引当金 58

　貸倒引当金 48

退職給付引当金 726

　会員権評価損 16

　子会社株式評価損 107

　減損損失 4,415

　繰越欠損金 257

　風車部品評価差額 2

　合併固定資産時価評価差額 244

　その他 217

繰延税金資産小計 6,205

評価性引当額 △5,007

繰延税金資産合計 1,197

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 △1,921

　その他有価証券評価差額金 △778

　合併固定資産時価評価差額 △184

　その他 △0

繰延税金負債合計 △2,884

繰延税金負債の純額 △1,686
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退職給付に関する注記

1. 採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

2. 退職給付債務に関する事項（2021年３月31日現在）

百万円

イ．退職給付債務 △4,018

ロ．年金資産 1,561

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,456

ニ．未認識数理計算上の差異 82

ホ．未認識の過去勤務費用 －

ヘ．貸借対照表計上純額（ハ＋ニ＋ホ） △2,373

ト．退職給付引当金 △2,373

3. 退職給付費用に関する事項（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

百万円

イ．勤務費用 173

ロ．利息費用 16

ハ．期待運用収益 △18

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 49

ホ．過去勤務費用の処理額 △6

ヘ．退職給付費用 213

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 0.18％

期待運用収益率 1.25％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 ５年

　 （発生の翌事業年度から定額法で費用処理）

過去勤務費用の処理年数 ５年

　 （発生事業年度から定額法で費用処理）

　

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 5,832円 86銭

2. １株当たり当期純利益 201円 29銭

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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